
工事請負契約関係様式集（平成 29年 7月版） 正誤一覧

頁 箇所 改正後 改正前

P9-10 工事現場
説明書

１～４ 略 

５（１）略 

 （２）請負代金内訳書及び工程表は、契約締結後14日以内に提

出すること。

（３）以降 略 

１～４ 略 

５（１）略 

（２）請負代金内訳書及び工程表は、契約締結後 14 日以内に提出す

ること。ただし工事請負代金が1億円未満の場合には、請負代金内訳

書の提出は不要とする。 

（３）以降 略 

※工事現場説明書の改正は 平成 29年 10月 1日以降に入札公告する工事から適用します。
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頁 箇所 改正後 改正前

P128 様式-36 
請負代金

内訳書

（注）１ ［土木工事］共通仮設費については、内訳として運搬費、準備費、

仮設費、事業損失防止施設費、安全費、役務費、技術管理費、営

繕費があり、本工事で該当する項目全てについて記入するものと

する 

    ２～４略 

５ 受注者は、代表者又は代表者から委任を受けている者と 

する。 

(注) １ ［土木工事］共通仮設費については、内訳として運搬費、準備費、仮設費、

事業損失防止施設費、安全費、役務費、技術管理費、営繕費が含まれる場合

はすべて記入する。 

   ２～４略 

５ 請負代金額が１億円未満の場合、本様式の提出は不要とする。 

６ 受注者は、代表者又は代表者から委任を受けている者とする。 

※請負代金内訳書の様式の改正は 平成 29年 10月 1日以降に入札公告する工事から適用します。
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頁 箇

所

正 誤

P111 
～

114 

提

出

書

類

一

覧
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注） １～５ 略

   ６ 提出書類内訳欄に○印のある書類については正本に押印し、そ

の他の必要書類は写しとする。（他は提出部数全てに押印）

   ７～９ 略

   １０ JS－INSPIREを適用する場合は、提出書類一覧（JS－
INSPIREを適用する場合）を参照すること。

   ★ 略

注） １～５ 略

   ６ 提出書類の正本は押印し、その他の必要書類は写しとする。

   ７～９ 略

   １０ 内訳の○囲み数の部署に合計部数を提出すること。 （例：様

式３８引渡書の場合 内訳[所管事務所①] 合計[３] ３部を所管
事務所に提出し、所管事務所が各部署に配布する） 

   １１ JS－INSPIREを適用する場合は、提出書類一覧（JS－
INSPIREを適用する場合）を参照すること。

 ★ 略
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頁 箇

所

正 誤

P115 
～

118 

提

出

書

類

一

覧
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注） １～５ 略

   ６ 提出書類内訳欄に○印のある書類については正本に押印し、そ

の他の必要書類は写しとする。（他は提出部数全てに押印）

   ７～９ 略

注） １～５ 略

   ６ 提出書類の正本は押印し、その他の必要書類は写しとする。

   ７～９ 略
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１０ [書類の取扱いについて]欄に○印のある方法で書類を提出する。
協議は、工事着手時に書類の提出方法を協議により決定する。

１１ JS版工事情報共有システム（JS－INSPIRE）の適用について
は、特記仕様書を確認すること。

  １２ 電子データで提出するもの（協議により電子データとなるもの

を含む）は、JS－INSPIREを適用し提出する。（本表の提出部
数・内訳・合計は適用しない。）

★  略

   １０ 内訳の○囲み数の部署に合計部数を提出すること。 （例：様

式３８引渡書の場合 内訳[所管事務所①] 合計[３] ３部を所
管事務所に提出し、所管事務所が各部署に配布する） 

   １１ [書類の取扱いについて]欄に○印のある方法で書類を提出する。
協議は、工事着手時に書類の提出方法を協議により決定する。

   １２ JS版工事情報共有システム（JS－INSPIRE）の適用について
は、特記仕様書を確認すること。

   １３ 電子データで提出するもの（協議により電子データとなるもの

を含む）は、JS－INSPIREを適用し提出する。（本表の提出部
数・内訳・合計は適用しない。）

★  略

※提出書類一覧、提出書類一覧（JS-INSPIREを適用する場合）は、平成 29年 7月 1日以降入札公告する工事が対象です。

以上

平成 29年 10月 1日
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改定後の様式
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工事請負契約関係様式集（平成 29 年 7 月版）171002 改定 

様式－３６

平成  年  月  日 

 日本下水道事業団 

氏    名    殿 

 受注者 住所 

     氏名        印 

請 負 代 金 内 訳 書 

工   事   名 

契 約 年 月 日     平成   年   月   日 

工       期   自 平成   年   月   日 

            至 平成   年   月   日 

費 目 工 種 種 別 細 別 単位 数 量 単 価 金 額 摘 要 

工事価格のうち、現場労働者に関する健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の法定の事業主負担額

 ○,○○○,○○○円 

（注）１ ［土木工事］共通仮設費については、内訳として運搬費、準備費、仮設費、事業損失

防止施設費、安全費、役務費、技術管理費、営繕費があり、本工事で該当する項目全

てについて記入するものとする 

２ ［建築工事］建築機械設備、建築電気設備が含まれる場合はすべて記入する。 

３ ［機械設備工事及び電気設備工事］記載項目等は、現場説明時における設計書に準じ  

種別の項目まで記入する。 

４ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４判とする。 

５ 受注者は、代表者又は代表者から委任を受けている者とする。 

契 約 職 
○○○○ 
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提出書類一覧

土木 建築
建築
機械

建築
電気

機械 電気
所管事務
所

総合事務
所施工管
理課

設計セン
ター専門
設計課

設計セン
ター企画
調整課

本社
担当課

 （本部）
契約課

落札決定後
７日以内

工事請負契約書
と同時

請求書（前金払）
と同時

請求書（中間前金払）

と同時

正本１部（約款付き）

機械・電気

工事中の書類

1 1 (1)

〃 2

① 1
正本１部（約款付き）。(  )内は所属
事務所経由で全て契約課へ

中間前金払
申請時の書類

４６
請求書（中間前金払）
（債務負担行為の場合） 2 〃

〃

（2）〃 2

なし 前金保証証券 〃 1

2

（2）
(  )内は所属事務所経由で全て契
約課へ

認定後に、所属事務所経由で請求書・前
金保障証券をあわせて契約課に提出

2

3

１、 (2)

1

機械・電気
主任（監理）技術者を変更する場合

3 1 2 3中間前金払認定請求書 そのつど 〃 3 3

４５
請求書（中間前金払）
　（単年度契約の場合）

〃 2

136

137

138

140

139

124

125

128

133

134

135

131

129

130

1

掲載
ページ

63
85

―

―

126

〃 1 1 1 1

1

―

（ ）内は機械、電気（１）

―

４４

６-１ 緊急連絡先変更通知書

２－③
－１

５-１ 職務分担変更通知書

主任（監理）技術者
 変更届出書

２－③
－２

1 １、 (2)

2

2

1

3

2

2

4

2

3

2

3

1

1 1

1 1 1

- -

3 3

2

2

2

1

2 1

12

1

1

1 1

3 3 1

- 1 1

1

②、１

2 - - 1 1

2

★

★

5 5契 約 課

〃

2

1 1
契約締結時
の　 書　 類

1

-

3

そのつど

2

1

1

1

②、１

①

正本２部、副本３部

①

51 15

1

そのつど

1

契約後１4日以内

〃

〃

〃

〃

〃

〃

所管事務所

〃

2 2 1

2

4 4

契約後１4日以内

〃

〃

契 約 課

〃

1

2

〃

〃

委任が必要な場合のみ

工期を変更した場合は様式１－②
を提出する

2

〃

〃

所管事務所

〃

-
〃

2

4

3 1

1

1

土木・建築

機械・電気

土木・建築
主任（監理）技術者を変更する場合

1 2

1 1

〃 - 3 3

1 1

(2) (2)

1 (2)

なし 工事請負契約書

３６

なし

請求書（前金払）
　（単年度契約の場合）

土木・建築

機械・電気

正本１部（約款付き）

３１

３２

４ 経   歴   書

受注者が契約職
に提出する書類

現場代理人等通知書

127
請求書（前金払）

（債務負担行為の場合）

119

123

２－①
－２

２－①
－１

現場代理人等通知書 〃

契約保証金等

１－① 工 事 工 程 表

委   任   状

〃

そのつど

備           考
様式
番号

書  類  名 提 出 期 日

提 出 部 数 内     訳

合 計提 出 先

1緊急連絡先通知書

請負代金内訳書

５

２－②
－１

６

主任（監理）技術者
 変更届出書

現場代理人等
変更通知書

職務分担通知書

２－②
－２

現場代理人等
変更通知書 3

〃

そのつど

契約後30日以内

契約後30日以内

土木・建築

-

2 -

3

-

1

2

(2)

2

1

2

1

- 1

1 （１） （ ）内は機械、電気

工事着工時
の　 書　 類

前金保証証券

そのつど

工事請負契約関係様式集（平成29年7月版)
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提出書類一覧

土木 建築
建築
機械

建築
電気

機械 電気
所管事務
所

総合事務
所施工管
理課

設計セン
ター専門
設計課

設計セン
ター企画
調整課

本社
担当課

 （本部）
契約課

掲載
ページ

受注者が契約職
に提出する書類

備           考
様式
番号

書  類  名 提 出 期 日

提 出 部 数 内     訳

合 計提 出 先

契約後30日以内

そのつど

機械・電気

工事中の書類

152

電子メール又はFAXで提出
監督員指示による

1

―

150

―

翌月の５日まで

所管事務所工事予定・履行報告書

１３

なし

158

―

―

147

154

156

157

159

―

―

148

149

146

〃

そのつど 〃

月 間 工 程 表

〃

機器設計製作打合せ
議事録

〃

実 施 工 程 表

工 事 打 合 簿

前の週の木曜日

そのつど

〃

施工設計図書の
承諾申請書

主要機器材料
製作者通知書

-

なし - - 1

品質管理計画表

1

-

1

1

1

3

1

1

2

1

1

3

2

1

3

1

〃

所管事務所

1 -

〃

〃

-

設計センター
担当設計課

現場着工30日前

契約後60日以内

そのつど

〃

1 1 1

1 1 1

- - 1 1

- - 1

1

1

2 2 1

1 1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

契約後60日以内

建築材料等建築設備
機材等同等品申請書

契約後60日以内
設計センター
担当設計課 -

現場着工30日前

契約後60日以内 〃

契約後30日以内 〃

そのつど

〃

〃

１０－
１

現場工事施工計画書

２５

２６

１８

１５

1

-

1 1 1

1

1 1

契約後30日以内

-

〃

2 2

実 施 工 程 表 契約後30日以内 土木・建築

2所管事務所

- -

- 1

-1 -

1

1

施 工 計 画 書

１４

月別工事予定・進捗
状況表

― なし

機器設計製作図書の
承諾申請書

１９160

１７

主要機器材料
製作者通知書（別表）

１２

機器製作計画書

なし

なし

なし

なし

施 工 計 画 書

品質管理確認記録表

1

3

- --

-

-

3

1 1

3 1 1

-

3

1

建築機械・建築電気・電気

機械1

1

電子メール又はFAXで提出
監督員指示による1

作成者は主任（監理）技術者、宛先は主任監督
員。（電気設備工事の場合）

建築は工種別施工計画書を含む。作成者は現
場代理人、宛先は主任監督員。

作成者は主任（監理）技術者、宛先は主任監督
員。（機械設備工事の場合）

- 土木工事一般仕様書による

土木工事一般仕様書による

1

-

-

3

2 2

-

3

-

-

-

1

1

1

-

-

-

-

1 -

3 -3

-

-

- -

1

-

-

1

-

1

-

1

1

1 1

222--
設計センター
担当設計課

下請負者通知書

2112

-

〃 1

1〃

甲がもとめたとき

11 1

111〃 1

31

７－２143

９145

１０

７－３144

１０－
２

2

主要機器材料
製作者通知書（別表）

1

７141 333所管事務所そのつど事故発生報告書 1

1

〃

〃
警戒準備体制
  ・ 警戒体制状況

災害･事故速報

21

1 1

-

2〃
設計センター
担当設計課 - - -

2

工事請負契約関係様式集（平成29年7月版)
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提出書類一覧

土木 建築
建築
機械

建築
電気

機械 電気
所管事務
所

総合事務
所施工管
理課

設計セン
ター専門
設計課

設計セン
ター企画
調整課

本社
担当課

 （本部）
契約課

掲載
ページ

受注者が契約職
に提出する書類

備           考
様式
番号

書  類  名 提 出 期 日

提 出 部 数 内     訳

合 計提 出 先

必要により様式－２０に添付

（ ）内は機械、電気。土木、建築は監督員協議

※検査を行ういずれかの部署に提出

機械・電気
※検査を行ういずれかの部署に提出

土木、建築、機械、電気
※検査を行ったいずれかの部署に提出

機械・電気
※検査を行ったいずれかの部署に提出

指定部分が
完成した日

工事中の書類

179

171

173

174

161

162

3

参考

なし 1 1 1 1
コンクリート打設計画

申   請   書
〃 〃

3

4

1

1

3

1

1

1

3 3 3

4

〃 〃 1 1 1

工事指定部分
検査時の書類

４１
工事指定部分
完 成 内 訳 書

２９
工事指定部分
 完 成 通 知 書

工期を変更した場合

1

1

4

1 1 1

3 3

4 4

なし

〃

所管事務所

１8１
１82

〃

〃

３３

４２－１
４２－２

そのつど

〃

機器材料搬入報告書

そのつど

〃

〃

既済部分検査内訳書

既済部分検査
出来高計算書

機器、材料保管届

製品（工場）検査申請書

工場検査申請書

製品（工場）検査報告書

〃

〃

材料搬入報告書

1 1 1

1

1

１、（2）

4

4

1

4

1

1

1 1

1

1

1

1

3 3 3 1

1 1

4

1

1 1 1

4

所管事務所

4 1

4 1

-

1 1

1 1

2

11 1

1

1

1

1 1 1 1

1

1 1

1 1 1

1 1 1

- - - - 11 1

-

2 2 1 (1)

- 1

1

- 1 1 1

２４ 工期延長請求書 そのつど

請求書（部分払）

工事指定部分完成
出来高計算書

〃

２７

工事工程表（変更）

２０

なし

検査試験成績表

〃

〃

〃 〃

〃

〃

〃

既済部分確認請求書

〃

〃

180

３９

２８

４０－１
４０－２

１75
１76

177

178

※

3

1

-

1

1

1

1

1

-

1 1

1

1

4 4 1

1

-

- - -

〃

〃

〃

※

〃

〃

契約後30日以内
そのつど

火災保険等契約書写

※

〃

契約後１4日以内 〃

〃

工場検査報告書

建設業退職金共済
制度掛金収納書写

※

休日等の工事施工届

材   料   表

〃

〃 〃

-

なし

２３－
４

164

１－②125

―

―

―

169

契約変更時
の書類

170

163

165

166

167

168

２３－
２

２３－
１

２２－
１
２２－
２

機器材料搬入簿

- -

- 1 1 1

1

-

1 1 - -

- --

1

1 1 1

1

4

1

4

-

1 1 -

1

-

既済部分検査時
の書類

1 1 1

機械、電気

土木

建築・建築機械・建築電気

-

-

〃

２１

２３－
３

工事請負契約関係様式集（平成29年7月版)
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提出書類一覧

土木 建築
建築
機械

建築
電気

機械 電気
所管事務
所

総合事務
所施工管
理課

設計セン
ター専門
設計課

設計セン
ター企画
調整課

本社
担当課

 （本部）
契約課

掲載
ページ

受注者が契約職
に提出する書類

備           考
様式
番号

書  類  名 提 出 期 日

提 出 部 数 内     訳

合 計提 出 先

  工事が
完成した日

注） 1 提出部数は原則としてこの表によるが、監督職員が特に指示する時（分室に提出する場合など）はこの限りでない。

なお、提出部数には受注者への返却分は含まれていない。（工事請負契約書を除く。）

2 提出部数が土木と建築の区別なく表示してあるものは、同一書類に各々の分を記入して提出のこと。

3 －印の付してあるものは,その工事に不要のものである。

4 上記提出書類に変更を生じたときには、ただちに変更届を提出すること。

5 内訳書の○印は正本とする。

6 提出書類内訳欄に○印のある書類については正本に押印し、その他の必要書類は写しとする。（他は提出部数全てに押印する。）

7 変更回数は変更契約書の回数に合せる。

8 備考欄の建築には、建築機械、建築電気を含む。

9 この提出書類一覧に示した書類の様式については、品質管理に関してISO９０００ｓ（ＩＳＯ制定の品質保証規格）を適用している工事では監督職員の承諾のうえで

ISO９０００ｓの手続きにしたがって定めた様式を用いても差し支えない。ただし、記載項目については様式集による様式の項目を満足していなければならない。

10 JS－INSPIREを適用する場合は、提出書類一覧（JS－INSPIREを適用する場合）を参照すること。

★ 様式は、「入札心得又は見積心得に関する様式」に掲載。

完成時の書類

187

184

―

―

186

工事指定部分
検査時の書類

３７

請   求   書
（指定部分払）

183 ３４ 所管事務所

3

3

1

3

3

4

1

1 1 1

1

3 3 3 1 1

3 3 3 1 1

1

1

14 4 4 1 1

1

3 3 3 1 1

3 3 3 1 1

その他 ★ 保証書に係る受領証書 〃― 契 約 課
保証証券返還の必要がある場合
のみ①

３５

３８

請求書（完成払）

引   渡   書

工事完成通知書

なし

工事完成図書

工事記録写真帳

３０

なし

185

そのつど

〃

そのつど 〃

〃

完成検査日 〃

〃 〃

工事指定部分引渡書 〃

〃 〃

一般仕様書、工事必携、工事完成
図書電子納品要領（案）等による
一般仕様書、工事必携、工事記録
写真電子管理要領（案）等による

〃

2〃

2

188 ４３ 地元企業採用率報告書
完成検査日の
１4日以前 2

総合評価方式の工事で、地元企
業の採用率が加点評価された場

2 〃1 1

2 2 1 1

2 2189
４３－
１

地元企業採用率報告書
（添付書類）

〃

工事請負契約関係様式集（平成29年7月版)
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提出書類一覧（JS－INSPIREを適用する場合）

土木 建築
建築
機械

建築
電気

機械 電気
所管事
務所

総合事
務所施
工管理
課

設計セン
ター専門
設計課

設計セン
ター企画
調整課

本社
担当課

 （本部）
契約課

電子
データ

紙
協議
による

落札決定後
７日以内

工事請負契約書
と同時

請求書（前金払）
と同時

請求書（中間前金払）

と同時

受注者が契約職
に提出する書類

掲載
ページ

様式
番号

書  類  名 提 出 期 日 提 出 先

提 出 部 数 内     訳

合 計

書類の取り扱い

備           考

契約締結時
の　 書　 類

63
85

なし 工事請負契約書 契 約 課 5 5 5 1 1 ②、１ 5 ○ 正本２部、副本３部

― ★ 契約保証金等 〃 1 1 1 ① 1 ○ 正本１部（約款付き）

― ★ 委   任   状 そのつど 〃 2 2 2 1 1 2 ○ 委任が必要な場合のみ

工事着工時
の　 書　 類

119 １－① 工 事 工 程 表 契約後14日以内 所管事務所

123
２－①
－１

現場代理人等通知書 〃

4 4 4 1 1 ②、１ 4 ○ 工期を変更した場合は様式１－②
を提出する

〃 2 - - 1 1 2 ○ 土木・建築

124
２－①
－２

現場代理人等通知書 〃 〃 - 3 3 1 1 1 3 ○ 機械・電気

125 ４ 経   歴   書 〃 〃
2 - - 1 1 2 ○ 土木・建築

- 3 3 1 1 1 3 ○ 機械・電気

126 ３１
請求書（前金払）

　（単年度契約の場合）
そのつど 契 約 課 2 2 2 1 1 2 ○

127 ３２
請求書（前金払）

（債務負担行為の場合）
〃 〃 2 2 2 1 1 2 ○

① 1 ○ 正本１部（約款付き）― なし 前金保証証券 〃 1 1 1

128 ３６ 請負代金内訳書 契約後14日以内 所管事務所 2 1 2 ○2 2 1

○ 〃

○
(  )内は所属事務所経由で全て契
約課へ

認定後に、所属事務所経由で請求書・前
金保障証券をあわせて契約課に提出○

○
正本１部（約款付き）。(  )内は所属
事務所経由で全て契約課へ

137 ５ 職務分担通知書 契約後30日以内 〃 1 (2) (2) 1 （１） 1、 (2) （ ）内は機械、電気

138 ５-１ 職務分担変更通知書 そのつど 〃 1 (2) (2) 1 （１） 1、 (2) （ ）内は機械、電気

139 ６ 緊急連絡先通知書 契約後30日以内 〃 1 1 1 1 1

140 ６-１ 緊急連絡先変更通知書 そのつど 〃 1 11 1 1

中間前金払
申請時の書類

129 ４４ 中間前金払認定請求書 そのつど 〃 2 3

130 ４５
請求書（中間前金払）
　（単年度契約の場合）

〃 〃

3 3

2 2 （2）

3 1

2 2

131 ４６
請求書（中間前金払）
（債務負担行為の場合）

〃 〃

2

2 2

― なし 前金保証証券 〃 1

2 2

1 (1)

2 （2）

① 1

133
２－②
－１

現場代理人等
変更通知書

そのつど 〃 2

1

- - 1 1 2 ○ 土木・建築

134
２－②
－２

現場代理人等
変更通知書

〃 〃 3 ○ 機械・電気- 3 3 1 1
２－③
－１

主任（監理）技術者
 変更届出書

〃 〃 3

1

○
土木・建築
主任（監理）技術者を変更する場合

136
２－③
－２

主任（監理）技術者
 変更届出書

〃 〃

- - 1

1 1

31 1

1 3 ○
機械・電気
主任（監理）技術者を変更する場合

○
工事中の書類

- 3 3

135

○

○

○
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提出書類一覧（JS－INSPIREを適用する場合）

土木 建築
建築
機械

建築
電気

機械 電気
所管事
務所

総合事
務所施
工管理
課

設計セン
ター専門
設計課

設計セン
ター企画
調整課

本社
担当課

 （本部）
契約課

電子
データ

紙
協議
による

受注者が契約職
に提出する書類

掲載
ページ

様式
番号

書  類  名 提 出 期 日 提 出 先

提 出 部 数 内     訳

合 計

書類の取り扱い

備           考

契約後30日以内

そのつど
○

○

○

○ ○

3 3 1 1 1 3 ○

143 ７－２ 災害･事故速報 〃 〃 1 1 1 1 1
電子メール又はFAXで提出
監督員指示による

144 ７－３
警戒準備体制
  ・ 警戒体制状況

〃 〃 1 1
電子メール又はFAXで提出
監督員指示による

145 ９ 下請負者通知書 甲がもとめたとき 〃 1

1

1 1

1 1

1

146 １０
主要機器材料
製作者通知書

契約後60日以内

1
設計センター
担当設計課 - - 3 3 3 3 1 1 1 3

147
１０－
１

主要機器材料
製作者通知書（別表）

契約後60日以内 〃 - - - - 3 - 1 1 1 3 機械

148
１０－
２

主要機器材料
製作者通知書（別表）

契約後60日以内 〃 - - 3 3 - 3 1 1 1 3 建築機械・建築電気・電気

149 １２
建築材料等建築設備
機材等同等品申請書

そのつど 所管事務所 - 2 2 2 - -

1

1 1

- 1

1

2

― なし 施 工 計 画 書 契約後30日以内 〃 - 1 ○ 建築は工種別施工計画書を含む。作成者は現
場代理人、宛先は主任監督員。

― なし 施 工 計 画 書 現場着工30日前 〃 -

- - -

- - - 1

― なし 品質管理計画表 契約後30日以内 〃 1 - 1

作成者は主任（監理）技術者、宛先は主任監督
員。（機械設備工事の場合）1-

1 ○

― なし 品質管理確認記録表 〃 1

-

- - - - - 1 1

― なし 機器製作計画書 契約後60日以内
設計センター
担当設計課 - - - - 2 2 1 1 2

― なし 現場工事施工計画書 現場着工30日前 所管事務所 - - - - - 1 1 1 作成者は主任（監理）技術者、宛先は主任監督
員。（電気設備工事の場合）

150 １３ 実 施 工 程 表 契約後30日以内 〃 1 - - 1 1 ○ 土木・建築

152 １４ 実 施 工 程 表 〃 〃 - 2 2 1 1 2 ○ 機械・電気

154 １５ 工 事 打 合 簿 そのつど 〃 1 1 1 1 1 1 1 1 ○

156 ２５ 工事予定・履行報告書 前の週の木曜日 所管事務所 1 1 1 ○

157 ２６ 月 間 工 程 表 そのつど 〃

1 1 1 1

- -

1

○1

158 １７
月別工事予定・進捗

状況表
翌月の５日まで 〃

11 1 1 1

1 1 1 1 1 ○

159 １８
施工設計図書の
承諾申請書

そのつど 〃 - - 1 1 1 1

2 2 1160 １９
機器設計製作図書の
承諾申請書

〃
設計センター
担当設計課 - 2

11

2 ○1

○

○

○

○

工事中の書類

○

― なし
機器設計製作打合せ

議事録
〃

設計センター
担当設計課 - 2- - - 2 2 1

3所管事務所

2-

○

1

土木工事一般仕様書による

土木工事一般仕様書による

そのつど事故発生報告書７141

○

○

○

工事請負契約関係様式集（平成29年7月版)
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提出書類一覧（JS－INSPIREを適用する場合）

土木 建築
建築
機械

建築
電気

機械 電気
所管事
務所

総合事
務所施
工管理
課

設計セン
ター専門
設計課

設計セン
ター企画
調整課

本社
担当課

 （本部）
契約課

電子
データ

紙
協議
による

受注者が契約職
に提出する書類

掲載
ページ

様式
番号

書  類  名 提 出 期 日 提 出 先

提 出 部 数 内     訳

合 計

書類の取り扱い

備           考

必要により様式－２０に添付

（ ）内は機械、電気。土木、建築は監督員協議

※検査を行ういずれかの部署に提出

機械・電気
※検査を行ういずれかの部署に提出

土木、建築、機械、電気
※検査を行ったいずれかの部署に提出

機械・電気
※検査を行ったいずれかの部署に提出

指定部分が
完成した日

○

○

○

○

○

-161 ２０ 機器材料搬入簿 そのつど 所管事務所 - - - 1 1 1 ○ 機械、電気

162 ２１ 材   料   表 〃 〃 -

1

- - - 1 1 1 1

163
２２－
１

材料搬入報告書 〃 〃 1 - - - - 1 1 土木

164
２２－
２

機器材料搬入報告書 〃 〃 - 1 1 1 - - 1 1 ○ 建築・建築機械・建築電気

165
２３－
１

製品（工場）検査申請書 〃 ※ 1 1 - - 2 2 1 (1) 1、（2）

166
２３－
２

工場検査申請書 〃 ※ - 1- - - 1 1 1

1 - -

1

1 1 1167
２３－
３

製品（工場）検査報告書 〃 ※ 1 1

168
２３－
４

工場検査報告書 〃 ※ - - - - 1 1 1 1 1

― なし 検査試験成績表 〃 所管事務所 1 1 1 1 1 1 1 1

― なし 火災保険等契約書写 〃 〃 1 1 1 1 1 ○

― なし
建設業退職金共済
制度掛金収納書写

契約後30日以内
そのつど

〃 1 1 1 1 1 ○

169 ２４ 工期延長請求書 そのつど 〃 4 4 4 1 1 1 1 4 ○

170 参考 休日等の工事施工届 〃 〃 1 1 1 1 1 ○

171 なし
コンクリート打設計画
申   請   書

〃 〃 1 1 1 1 1 ○
契約変更時
の書類

125 １－② 工事工程表（変更） 契約後14日以内 〃 4 4 4 1 1 2 4 ○ 工期を変更した場合

既済部分検査時
の書類

173 ２７ 既済部分確認請求書 そのつど 〃 4 4 4 1 1 1 1 4 ○

174 ３９ 既済部分検査内訳書 〃 〃 3 3 3 1 1 1 3 ○

175
176

４０－１
４０－２

既済部分検査
出来高計算書

〃 〃 1 1 1 1 1 ○

177 ２８ 機器、材料保管届 〃 〃 - - 1 1 1 1 1 1 ○

178 ３３ 請求書（部分払） 〃 〃 3 3 3 1 1 1 3 ○

工事指定部分
検査時の書類

179 ２９
工事指定部分
 完 成 通 知 書

〃 4 4 4 1 1 1 1 4 ○

180 ４１
工事指定部分
完 成 内 訳 書

〃 〃 3 3 3 1 1 1 3 ○
181
182

４２－１
４２－２

工事指定部分完成
出来高計算書

〃 〃 1 1 1 1 1 ○

○

○
工事中の書類

工事請負契約関係様式集（平成29年7月版)
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提出書類一覧（JS－INSPIREを適用する場合）

土木 建築
建築
機械

建築
電気

機械 電気
所管事
務所

総合事
務所施
工管理
課

設計セン
ター専門
設計課

設計セン
ター企画
調整課

本社
担当課

 （本部）
契約課

電子
データ

紙
協議
による

受注者が契約職
に提出する書類

掲載
ページ

様式
番号

書  類  名 提 出 期 日 提 出 先

提 出 部 数 内     訳

合 計

書類の取り扱い

備           考

  工事が
完成した日

－ － －

注） 1 提出部数は原則としてこの表によるが、監督職員が特に指示する時（分室に提出する場合など）はこの限りでない。

なお、提出部数には受注者への返却分は含まれていない。（工事請負契約書を除く。）

2 提出部数が土木と建築の区別なく表示してあるものは、同一書類に各々の分を記入して提出のこと。

3 －印の付してあるものは,その工事に不要のものである。

4 上記提出書類に変更を生じたときには、ただちに変更届を提出すること。

5 内訳書の○印は正本とする。

6 提出書類内訳欄に○印のある書類については正本に押印し、その他の必要書類は写しとする。（他は提出部数全てに押印する。）

7 変更回数は変更契約書の回数に合せる。

8 備考欄の建築には、建築機械、建築電気を含む。

9 この提出書類一覧に示した書類の様式については、品質管理に関してISO９０００ｓ（ＩＳＯ制定の品質保証規格）を適用している工事では監督職員の承諾のうえで

ISO９０００ｓの手続きにしたがって定めた様式を用いても差し支えない。ただし、記載項目については様式集による様式の項目を満足していなければならない。

10 [書類の取扱いについて]欄に○印のある方法で書類を提出する。協議は、工事着手時に書類の提出方法を協議により決定する。

11 JS版工事情報共有システム（JS－INSPIRE）の適用については、特記仕様書を確認すること。

12 電子データで提出するもの（協議により電子データとなるものを含む）は、JS－INSPIREを適用し提出する。（本表の提出部数・内訳・合計は適用しない。）

★ 様式は、「入札心得又は見積心得に関する様式」に掲載。

－－

工事指定部分
検査時の書類

183 ３４
請   求   書
（指定部分払）

そのつど 所管事務所 3 3 3 1 1 1 3 ○

1 3184 ３７ 工事指定部分引渡書 〃 〃 3 3

4 4

13 1

1 1

○

185 ３０ 工事完成通知書 〃 4 4 ○

― なし 工事完成図書 〃

1 1
一般仕様書、工事必携、工事完成
図書電子納品要領（案）等による

― なし 工事記録写真帳 〃
一般仕様書、工事必携、工事記録
写真電子管理要領（案）等による

186 ３５ 請求書（完成払） そのつど 〃 1 1 －1 3

○

187 ３８ 引   渡   書 〃 〃

188 ４３

1 3

○

地元企業採用率報告書
完成検査日の
14日以前

〃

3 3 1 1
総合評価方式の工事で、地元企業
の採用率が加点評価された場合

○

2 2 2 1 1 ○

2 1

〃

189
４３－
１

地元企業採用率報告書
（添付書類）

〃 〃 〃12 2

○

2

3 3

保証証券返還の必要がある場合
のみ

2

完成時の書類

完成検査日

3

3

その他 ― ★ 保証書に係る受領証書 〃 契 約 課 1 1 1 ① 1

工事請負契約関係様式集（平成29年7月版)
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参考

（H29.7.11 配布正誤一覧）
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工事請負契約関係様式集（平成 29 年 7 月版） 正誤一覧

頁 箇所 正 誤

P8 工事現場

説明書

説明事項

３ (1) ③

【B】

③【B】 債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証に係

る証券 

 イ  公共工事履行保証証券とは、保険会社が保証金額を限度と

して債務の履行を保証する保証である。 

③【B】 債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証に係る証

券 

 イ  公共工事履行保証証券とは、保険会社が保証金額を限度として債

務の履行を保証する 

証である。 

P143 災害・事

故速報

（欄外）

②－１

②-1所管区域内において、震度５弱以上の地震が発生した場合、災害発生の有無

に関係なく、報告すること｡

②-1 管区域以内において、震度５弱以上の地震が発生した場合、災害発生の有無に関

係なく、報告すること｡

以上

平成 29 年 7 月 11 日
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